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貸 借 対 照 表 
（2020年３月31日現在） 

 (単位：百万円) 
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 1,799 流 動 負 債 96 

現 金 及 び 預 金 728 買 掛 金 8 

営 業 未 収 入 金 45 未 払 金 56 

売 掛 金 8 未 払 費 用 4 

有 価 証 券 1,000 未 払 法 人 税 等 10 

商 品 及 び 製 品 0 預 り 金 1 

原材料及び貯蔵品 0 賞 与 引 当 金 15 

前 払 費 用 0 そ の 他 0 

そ の 他 15   

固 定 資 産 5 固 定 負 債 221 

有 形 固 定 資 産 0 退 職 給 付 引 当 金 41 

建 物 0 役員退職慰労引当金 46 

機 械 及 び 装 置 0 預 り 保 証 金 133 

工具、器具及び備品 0 負 債 合 計 318 

ホ ー ル 貸 与 資 産 0 （ 純 資 産 の 部 ）  

  株 主 資 本 1,486 

無 形 固 定 資 産 0 資 本 金 2,850 

ソ フ ト ウ ェ ア 0 資 本 剰 余 金 35 

  その他資本剰余金 35 

投 資 そ の 他 の 資 産 5 利 益 剰 余 金 △1,398 

出 資 金 5 利 益 準 備 金 132 

長 期 貸 付 金 4 その他利益剰余金 △1,531 

そ の 他 0 繰 越 利 益 剰 余 金 △1,531 

貸 倒 引 当 金 △4 純 資 産 合 計 1,486 

資 産 合 計 1,805 負 債 純 資 産 合 計 1,805 
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損 益 計 算 書 

（ 自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日 ） 
                      (単位：百万円) 

 

科      目 金      額 

売 上 高   

1. 機 器 売 上 高 50  

2. カ ー ド 売 上 高 60  

3. シ ス テ ム 使 用 料 収 入 275  

4. そ の 他 収 入 24 410 

   

売 上 原 価  174 

売 上 総 利 益  235 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  605 

営 業 損 失  369 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

貸 与 資 産 修 繕 収 入 6  

差 入 保 証 金 清 算 益 21  

そ の 他 3 31 

営 業 外 費 用   

固 定 資 産 除 却 損 0  

中 途 解 約 違 約 金 25 25 

経 常 損 失  363 

税 引 前 当 期 純 損 失  363 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2 2 

当 期 純 損 失  365 
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個別注記表 
 

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 時価のあるものについては、期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）によっております。 

 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

(1) 商品 移動平均法によっております。 

(2) 製品        同  上 

(3) 原材料        同  上 

(4) 貯蔵品        同  上 

 

 3. 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりです。 

建物 

機械及び装置 

工具、器具及び備品 

ホール貸与資産 

３年～18年 

９年～12年 

２年～20年 

２年～５年 

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法に

よっております。 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（３～10年）に基づく定額法によっております｡ 

 

 4. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については合理

的に見積った貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合に

よる期末要支給額の100％相当を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しております。 
 
 

 5. 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の費

用として処理しております。 
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Ⅱ. 貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 
  減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 544百万円 

2. 関係会社に対する金銭債権・債務 

短期金銭債権 3百万円 

短期金銭債務 11百万円 

 

Ⅲ. 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

    繰越欠損金         1,007百万円 

    固定資産減価償却超過額    51百万円 

    たな卸資産評価損       36百万円 

役員退職慰労引当金      14百万円 

    退職給付引当金        12百万円 

賞与引当金             4百万円 

    未払事業税             2百万円 

    貸倒引当金          1百万円 

その他            3百万円 

    繰延税金資産    小計 1,133百万円 

    評価性引当金      △1,133百万円 

   繰延税金資産合計           － 

 

Ⅳ.  関連当事者との取引に関する注記 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

(％) 

関連 

当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

親 会 社 
㈱ｹﾞｰﾑｶｰﾄﾞ･ｼﾞｮ

ｲｺﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 
被所有 100％ 

経営管理 

業務委託 

役員の兼任 

経営指導料の支払 

業務委託料の支払 

57 

52 
未払金 10 

上記取引金額には消費税等は含まれておりません。また、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

・ 経営指導料については、経営の管理・監督・指導を受けるための両社協議の上決定しております。 

・ 業務委託料については、管理業務を委託するための両社協議の上決定しております。 
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Ⅴ. １株当たり情報に関する注記 

 1. １株当たり純資産額 26,080円04銭 

 2. １株当たり当期純損失 6,408円51銭 

 

１株当たり当期純損失の算定基礎は次のとおりであります。 

当期純損失 365百万円 

普通株式に係る当期純損失 365百万円 

普通株主に帰属しない金額   － 

普通株式の期中平均株式数 57,000株 

 


